
 

 

大垣市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の特定建築物に係る

事務処理要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年

法律第９１号。以下「法」という。）に規定する特定建築物等に係る措置を講ずること

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（特別特定建築物の建築時における手続） 

第２条 法第１４条第１項に規定する政令で定める規模以上の特別特定建築物の建築（用途

の変更をして特別特定建築物にすることを含む。）をしようとする者は、建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認の申請書又は同法第１８条第

２項の規定による計画通知書に、建築物移動等円滑化基準チェックリスト（第１号様式）

を添付しなければならない。 

（指示に対する報告） 

第３条 法第１５条第３項又は法第１６条第３項の規定に基づき市長が指導及び助言をし

ようとするときは、必要に応じて法第５３条第３項の規定に基づき特定建築物の建築を

しようとする者又は特定建築物の所有者、管理者若しくは占有者（以下「特定建築主等」

という。）に、特定建築物状況報告書（第２号様式）の提出を求めるものとする。 

２ 前項に規定する特定建築物状況報告書には市長が必要と認める図面及び前条に規定す

る建築物移動等円滑化基準チェックリストを添付しなければならない。 

（特定建築物の計画認定手続） 

第４条 特定建築主等が法第１７条第１項の規定による認定を申請する場合には、高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第１

１０号。以下「省令」という。）第８条の申請書に建築物移動等円滑化誘導基準チェッ

クリスト（第３号様式）を添付し、市長に提出しなければならない。 

（確認の特例の書類） 

第５条 法第１７条第１項の認定申請に併せて、同条第４項の規定による確認の申請書を提

出する場合にあっては、特定建築主等は省令第８条に規定する申請書に計画通知取扱申

請書（第４号様式）を添付しなければならない。 

第６条 前条に規定する確認の申請書を提出する場合にあって、その特定建築物の計画が建

築基準法第２０条第２号又は第３号に該当し、同条第２号イ又は第３号イに規定する方

法で安全性を確かめた場合は、同法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定に必要

な図書を添付しなければならない。 

（計画通知） 

第７条 市長は第５条に規定する計画通知取扱申請書により申請された計画が建築物移動



 

 

等円滑化誘導基準に適合していると認める場合は、その申請書に建築基準法第１８条第

２項の規定による計画通知書（第５号様式）を添付し、建築主事に通知するものとする。 

（認定通知） 

第８条 市長は、建築主事から当該建築計画が建築基準法第６条第１項の建築基準関係規定

に適合する旨の通知を受けたときは、速やかに省令第１０条第２項の認定通知書により

特定建築主等に認定した旨を通知するものとする。 

（税制特例活用に関する報告） 

第９条 市長から前条の通知を受けた特定建築主等（以下「認定建築主等」という。）は、

税制特例の活用状況について第６号様式により市長に報告するものとする。 

（工事の取り止め） 

第１０条 認定建築主等が第８条の規定による認定を受けた計画に係る特定建築物（以下

「認定特定建築物」という。）の工事を取り止めるときは、認定工事取止届（第７号様

式）に第８条の規定により交付された認定通知書を添えて市長に提出しなければならな

い。 

（認定建築主等の状況報告） 

第１１条 法第５３条第４項の規定により認定特定建築物の状況について、市長から報告を

求められた認定建築主等は認定特定建築物状況報告書（第８号様式）により報告しなけ

ればならない。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。ただし、第６条の規定は、建築物の安全性の確保

を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第９２号）の施行の日

から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年３月８日から施行する。 


